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１．はじめに－介護保険制度の論点と自治体－
山形県最上郡最上町は、保健・医療・福祉の総合施設であるウェルネスプラザを整備した自治
体として、広島県御調郡御調町とともに、日本全国から注目を浴びている。人口約11,400の中山
間農村であり、過疎化が進み、財政力の弱い自治体である最上町がその中心部にこの公共施設を
整備することに成功したことは、それ自身が山形県内にとどまらず、日本全国から瞠目されるに
値する出来事であるに違いない。むろん保健・医療・福祉の総合施設であるウェルネスプラザは、
高齢者の、特に介護の面においてのみ意義を持っているのではない。にもかかわらず、高齢者の
福祉、なかでも介護保険にとって、このような公共施設の整備は最も大きな意義を持つものであ
った。また、介護保険が実施されて５年になろうとしている今、それにさきだって整備されたこ
の施設が実際にどれほど大きな役割をはたしているかについて、検証が可能な時期となった。
私たちは、第一に、介護保険との関連で、高齢者をふくむ地域住民のこの施設の整備への歓
迎の程度と利用状況によって、施設の整備が公的な介護に対して持つ意義を確定できると考え
た。また、私たちは、第二に、中山間農村の地域づくりの観点からも、介護保険との関連で、
地域の中心となる公共施設の整備が大きな意義を持つのではないかと考えたのである。後者に
ついていえば、地域住民の人生のゴールとなり、若年者にとっては目標となる時期に明るさと
安らぎがあることは、住民全体の生活を勇気づけ、励ますことによって、地域社会の発展の重
要な要因となり、推進力となるであろうと考えたのである。
第二の点については、一般には「高齢者の面倒は嫁がみるもの」として、高齢者福祉への要
求が顕在化しにくく、農家をはじめ、三世代同居が多いと理解されている中山間農村で、公的
介護がいかに受け入れられ、「嫁」・「姑」関係が再編されつつあるのか等について、家族を焦
点にした実証的な検討がなされなくてはならない。おそらく、中山間農村の現状をつかめばつ
かむほど、その一般的な理解は大きく覆されるだろうと予測している。
この稿では、第一の点を、日本の福祉政策の遅れから生じる、保険料と自己負担の重さとい
う否定的要因が存在するにも関わらず、施設整備が典型的にすすんだこの町で、在宅サービス
であるか、施設サービスであるかのいかんにかかわらず、施設利用がいかに進んでいるかを、
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介護保険財政の観点から検討することを課題とする。財政からみた介護保険運営の現状分析は、
同時に、第二の点である地域づくりの一端をも明らかにし、家族関係の肯定的な変化に関する
実証的な研究を促すことになるであろう。
以上のように、この稿では介護保険をその財政の観点から検討することを中心的な研究課題
とするが、翻って、財政との関連で主要な３つの論点となることがらを提示しよう。
第一に、地域による保険料の甚だしい格差とその要因が論点となっている。1990（平成２）
年の老人福祉法と老人保健法の改正により、すべての地方公共団体が「老人保健福祉計画」を
策定することが義務づけられ、また2000（平成12）年の介護保険法の施行に伴い、市町村が
「介護保険事業計画」を策定することとなった。その際に重要なことは、「介護保険事業計画の
定めるサービス量が保険料の算定基礎」となり、かつまた保険給付費の算定基礎になり、国や
県はもちろん、市町村の負担金を決めることになり、本人負担をも決めることになるという点
であろう［加藤智章他，2003，p. 245］。
第二に、給付の格差や超過部分の自己負担等、「要介護者」の受ける介護の内容が財政と関わ
って重要な論点となっている。「要介護者」の受ける介護内容（水準）には地域的に大きな格差が
ある。また現状では在宅介護と施設介護との間には介護内容（水準）に大きな開きがあるところ
から、介護内容（水準）が在宅介護と施設介護を「要介護者」が選択する際の基準となっている。
さらに、第三に「認定」の公平性が論点となっている。その背後には、高齢者による高齢者
の介護を余儀なくされ、経済力の弱い高齢者、一人暮らしを強いられる高齢者をはじめ、及び
共働きが一般化している状況での家族問題がある。
そのなかで、この稿では、第一の論点である介護保険運営の担い手（「保険者」）としての市
町村における財政上の問題－特に自治体の負担等－に焦点をあわせた検討をおこない、それ
に関連する形で他の論点にも言及して、現時点における地域介護の課題を探ることにする。
調査研究の対象としては、第一の論点とかかわって、施設整備を先進的に進めた自治体とし
て山形県最上郡最上町を選んだ。その典型事例をしめすと思われた山形県最上郡最上町の介護
保険事業を対象とした。介護サービスの準備は、介護保険財政のあり方を規定しており、保
健・福祉・医療の総合的な施設整備の豊かさの点で、最上町の「ウェルネスタウン構想」が典
型事例であると考えたからである。
２．最上町「ウェルネスプラザ」建設へのあゆみ
（１）人口と高齢化
山形県最上郡最上町は、山形県の東北端に位置する「中山間農村」であり、全町が「過疎地
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域」に指定されている。2003（平成15）年４月現在で、人口11,435人であり、うち65歳以上人
口は3,267人（高齢化率28.6％）である。このように高齢化率が高いのであるが、山形県の過疎
町村のなかでは、ごく普通の町村のひとつである（1）。
表１にみるように、高齢者のいる世帯の状況は、「ひとり暮らし」世帯が162世帯、高齢者夫
婦世帯が206世帯であり、全世帯3,043世帯のうち、それぞれ5.3％、6.7％をしめる。西日本の過
疎地域と比較するなら、決してその比率は高くない。最上町の三世代同居率は全世帯の45.1％
をしめ、高齢者の「ひとり暮らし」や高齢者夫婦のみの世帯はむしろ比較的に少ないといえよ
う。しかし、このような三世代同居率の高さは、必ずしも高齢者の世話や介護における「家族」
の安定した担い手の存在をものがたるものではない。三世代同居も、その内実はかつての「家」
における、子ども夫婦の老親扶養や世話を基本的な理念とするものから、共働き夫婦の増加や
家計の分離傾向のなかで、大きな変貌を遂げてきたといえよう。
そうした状況のなかで、「寝たきり老人」の数は51人、「痴呆性老人」の数は46人になり、ま
た60歳以上の脳卒中患者数は83人にのぼる。
これは高齢者介護や医療の背後にある現在の状況である。これに関する過去のデータは調べ
ていないが、担当者によれば地域ケアシステムの整備によって、「寝たきり老人」や「痴呆性老
人」は減少しているという。最上町においても公的な地域医療・保健と介護の必要性が高まっ
ていたといえよう。
（２）保健・医療・福祉の総合施設建設のあゆみ
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表１　高齢者をめぐる状況（最上町）
総 世 帯 数
高 齢 者 単 独 世 帯 数
高齢者夫婦のみの世帯数
三 世 代 同 居 率
人 口
高 齢 者 人 口
寝たきり老人数（在宅）
痴呆性老人数（在宅）
3,043世帯
162世帯
206世帯
45.1％
11,435人
3,267人
51人
46人
注１：最上町資料による。
注２：「三世代同居率」は、2000年10月１日現在のデータである。
表２　「ウェルネスプラザ」へのあゆみ
1954（昭和29）年
1987（昭和62）年
1988（昭和63）年
最上町立最上病院設置
病院：訪問看護開始
病院：保健・医療・福祉の総合化、「包括医療ケアシステム」の整備を提言
「包括医療」を政策化＝「ウェルネスタウン構想」（『第２次最上町総合計画』）
「健康管理センター」（保健婦をふくむ）町役場から病院に移転
2003年４月１日
そこで、表２によって最上町の高齢者福祉をはじめとする、「福祉のまちづくり」へのうごき
に注目したい。
最上町は、1987（昭和62）年に、高齢者が「入退院を繰り返すのは、退院後のフォロー（在
宅医療）がなされていないからではないか」と調査をもとに判断した。また、冬季に多数の高
齢者が最上町立病院に「越冬入院」をし、「一般住民が急病でかつぎ込まれても、収容するベッ
トもない一方で、病室も春から秋にはベットが空になった」。病院も調査をもとに、その背景に
「高齢者の家庭環境」があると考えた。病院は訪問看護を開始するとともに、「保健、医療、福
祉の総合化、包括医療ケアシステムの整備」を町長に対して提言した［大久保圭二，2002，pp.
5-9］。それが最上町の保健・医療・福祉の総合施設建設の嚆矢となった（2）。
むろん、その提言は、真空のなかでなされたものではなく、病院の現状に対する厳しい自己
批判としてなされたものであった。
病院への地域住民の評価は、表３によく表されている。住民は、最上病院を利用しなくなって
いた。「外来患者は地元の病院を避け、約30ｋｍ離れた新庄市の総合病院へ移っていった。春か
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1989（平成元）年
1990（平成２）年
1991（平成３）年
1992（平成４）年
1993（平成５）年
1994（平成６）年
1995（平成７）年
1996（平成８）年
1997（平成９）年
1998（平成10）年
1999（平成11）年
2000（平成12）年
議会・行政が先進地を視察
〔国〕ゴールドプラン
用地買収
保健婦増員（３→６人） 訪問看護スタッフ配置
用地買収
起債申請（地方交付税交付金交付）
病院・「健康センター」着工
健康福祉課設置（機構改革）
病院開院、「健康センター」開所
「介護支援センター」設置
「高齢者総合福祉センター」・「健康クラブ」着工　〔国〕新ゴールドプラン
「高齢者総合福祉センター」・「健康クラブ」設置
「老人保健施設」建設を検討・設計
「老人保健施設」着工
「老人保健施設」（「やすらぎ」）設置
病院リハビリ室オープン
国保係、健康福祉課に編入
福祉介護係設置（福祉係を再編強化）
「高齢者生活福祉センター」（「陽だまりの家」）設置
「痴呆性高齢者グループホーム」（「安らぎの家」）設置
〔国〕介護保険法施行
注：最上町ホームページ「ウェルネスタウン構想」他により作成。
ら秋までの間、町立病院は外来も病棟もガラガラ。閑古鳥が鳴く状態となり、赤字が累積した」
と言われる。
「高齢者たちには、居心地のよい最上町立病院だが、医療機関として住民からの評判は芳し
くなかった。原因は医療陣と患者の信頼関係が薄れたことだった。当時、過疎地は医師の確保
に難儀した。都市指向の医師が多く、中山間地へ目を向ける人は少なかった」。町の幹部が“三顧
の礼”を尽くして迎え入れた「医師は、２～３年間だけ勤めようという“腰掛け的”な気持ちと、
横柄な態度で医療業務」にあたり、「患者とのトラブル」をたびたび起こし、「事務方の対応のま
ずさや、施設の狭隘も、病院の不評の一因」となった、といわれる［大久保圭二，前掲書，p. 6］。
そのうえにたち、翌1988（昭和63）年、町は第二次最上町総合計画を策定し、そのなかに
「地域包括ケアシステム」づくりの拠点整備をもりこんだ。この計画は、
①保健の面から「保健婦増員」や「温泉を利用したリハビリ施設を導入したミニ健康福祉
タウン構想」等をめざし、「保健を含めた包括医療体制の充実」をはかる、②社会福祉の面か
ら「高齢化社会に対応するために、町民・民間・行政の役割を明確にし、地域福祉活動の充
実」をはかり、「心身ともに健やかな、生きがいのある老後を送るために、就労の場を確保し、
体力に応じた能力の維持や開発」をはかり、「福祉のまちづくり」をめざす、③医療の面では、
「専門医の確保、医療と福祉の中間的な施設の整備、最上病院の改築」を課題とし、「保健医療
の一元的医療体制」を検討し、「県立新庄病院、山形大学付属病院などと連携を密にした総合
医療体制」を確保し、「地域医療」の充実をすすめる［山形県最上町，1988，p. 62, pp. 167-174］
こと等を主要な内容としていた。第二次最上町総合計画のなかの保健・医療・福祉分野のパー
トは、まだ萌芽的なものではあったが、後に「ウェルネスタウン構想」と名づけられることに
なり、最上町における保健・医療・福祉の総合施設建設にとって、新たな出発点に位置するこ
とになった。
この構想は、1990（平成元）年、大蔵・厚生・自治三省合意によって国が策定した、「高齢者
保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプラン）」にさきだって策定されていた。ゴールドプランは、
市町村在宅福祉対策（ホームヘルパー・ショートステイ・デイサービスセンター・在宅介護支
最上町ウェルネスプラザと介護保険 ―横山
91－ －
表３　国民健康保険における医療機関の利用状況
区 分
最 上 病 院
町 内 医 院
町 外 医 療 機 関
1983年 1984年 1986年
件
13,744
17,405
19,848
％
26.9
34.1
38.9
件
13,537
16,023
20,784
％
26.8
31.8
41.2
件
10,251
12,844
20,305
％
23.6
29.6
46.7
注：最上町保健課資料による。
援センター整備等）、「ねたきり老人ゼロ作戦」、及び「高齢者のための総合的な福祉施設の整備」
等をうちだすことになったが、当初国の行政によって評価されなかった最上町の構想は、一転
して高い評価を受け、病院や施設建設には病院事業債等の起債（それに対応する地方交付税交
付金による補填）が利用され、かつ国の補助事業をも活用して実現を見ることになった。
こうして、1993（平成５）年における病院・健康センター着工以降、2000（平成12）年にお
ける痴呆性高齢者グループホーム「安らぎの家」開設にいたるまでの８年間、この総合施設の
建設がすすみ、「ウェルネスタウン構想」は一つひとつ実現するはこびとなったのである。
最上町立病院と「健康センター」は、1994（平成６）年に完成した。その時点で、町役場の
機構を改革し、福祉、保健指導、病院、地域看護の各係を統合し、「健康福祉課」をつくった。
そして、同時に在宅・施設介護及び在宅福祉サービスの紹介相談に応じ、高齢者福祉のコント
ロールセンターとしての機能をはたす「介護支援センター」を設置し、「健康福祉課」も「介護
支援センター」も「健康センター」内に配置した。その後、1998（平成10）年には国保係を再
編し、「保険係」とし、国民健康保険・介護保険を「健康福祉課」の事務に編入した。
それにさきだって、1995（平成７）年には「高齢者総合福祉センター」、「健康クラブ」を建設し
た。また諸々の検討をかさねた末、1997（平成９）年に老人保健施設「やすらぎ」を建設し、最後
に2000（平成12）年に痴呆性高齢者グループホーム「やすらぎの家」、保健・福祉・医療施設の敷
地内に、それらに容易にアクセスできる、高齢者生活福祉センタ 「ー陽だまりの家」を建設した。
こうして、最上町の中心である向町地区の、広くゆとりある敷地に平屋建ての施設群が一体的に
整備された。また、この敷地に特養老人ホーム「紅梅荘」の新築の予定地も確保した。
（３）最上町「ウェルネスプラザ」の概要
図１には、「ウェルネスプラザ」をはじめ、最上町の地域ケアシステムの機能と役割をしめし
ている。
最上町ウェルネスプラザの中心は、「健康センター」であり、そのなかに役場庁舎から移転し
た、最上町の保健・福祉・医療行政を担当する「健康福祉課」が置かれ、また「在宅介護支援
センター」も置かれている。「在宅介護支援センター」は、介護サービス・あらゆる居宅介護支
援事業所の支援・福祉と介護に関する相談業務・サービス事業者の調整業務・ケアマネージャ
ーによるケアプラン作成等を担当し、高齢者の保健・福祉・医療の「コントロールセンター」
の機能をはたすと位置づけられている。
介護老人保健施設「やすらぎ」は長期入所による療養介護・ショートステイ・通所リハビ
リ・居宅介護支援事業（ケアプラン作成）を担当する施設である。グループホーム「やすらぎ
の家」は痴呆に対応する共同生活と介護の場である。
「高齢者総合福祉センター」には温泉入浴場・憩いの部屋・調理実習室等があり、高齢者の
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憩いの空間である。また、同「センター」には「健康クラブ」があり、フィットネスルーム・
温水プール・トレーニングルームがあり、老若男女が集う健康のスペースとなっている。さら
に、同「センター」には「社会福祉協議会」が置かれ、諸々の福祉事業を行うとともに、介護
保険事業者の一員として訪問看護・入浴サービス等介護サービス事業の拠点となっている。ま
た、社会福祉協議会は「健康クラブ」の運営に当っている。
高齢者生活福祉センター「陽だまりの家」は、生活に不安のある高齢者が誰でも入居できる
コレクティヴハウスであり、また生活援助員が生活支援や生活相談に応じている。
「最上町立最上病院」は、医療一般とともに、退院後リハビリ・訪問看護及び診療・居宅介
護支援を行う、最上町における地域医療のセンターである（3）。
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図１　最上町地域包括ケアシステム
注：『保健・医療・福祉の総合施設　ウェルネスプラザご案内』による。
３．最上町における介護保険運営の現状
この節の中心的な課題は、介護保険運営の担い手である市町村における財政上の問題－特に
自治体の負担－を実証的に検討し、地域介護の課題を財政の面から探ることにある。すでにみ
たとおり、最上町は、高齢化する地域の現実に対応して、2000（平成12）年における介護保険
の実施時には、すでにあらゆる可能性を現実化すべく努力して、高齢者福祉のための施設整備
を行った自治体であった。そのように施設整備を行った自治体は、介護保険の「保険者」とし
ていかなる介護保険の運営を行うことになるのか。介護保険の運営は、介護保険財政にその特
徴があらわされるところとなるであろう。かくして、私たちは、最先端の介護保険財政のかか
える問題なり課題を典型的に最上町にみいだすことができるであろう。
介護保険への最上町の一般会計からの繰入金（負担）、すなわち町財政からの支出は、この町
の財政規模から考えるなら多いといえる。なぜ、町財政の負担が重いのだろうか。その点の解
明がこの節での中心課題となる。
（１）申請と認定の状況
はじめに、介護保険認定者数から見よう。いうまでもなく、介護が必要と認められた人－要
支援・要介護の人－が多ければ、保険給付費が増加する条件になる。この町で、認定者数が多
いから、利用者（サービス受給者）がふえ、給付費がふえ、したがって保険者である自治体の
負担もふえることになっているのだろうか。
表４にみるように、介護保険法施行ののち申請をもとに「要支援・要介護」と認定された人
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表４　要介護度別認定者数 （単位：人，％）
第１号被保険者数
認 定 者 数
認 定 率
要 支 援
要 介 護 １
要 介 護 ２
要 介 護 ３
要 介 護 ４
要 介 護 ５
3,053
299
16
68
53
45
60
57
9.8
3,118
319
6
62
63
50
68
70
10.2
3,180
341
10
69
77
53
69
63
10.7
3,267
351
11
95
76
42
63
64
10.7
2000（平成12）年 2001（平成13）年 2002（平成14）年 2003（平成15）年
注：介護保険事業状況報告（各年度４月末現在）他最上町資料による。
の数は増加し、2003（平成15）年には351人になった。第１号被保険者数のうち、認定された人
の比率（認定率）も徐々に増加し、2003（平成15）年には10.7％となった。認定審査はかなり
公平に行われている（山形県最上地方では最上郡にぞくする４町３村が共同で介護認定審査を
行っている）のであるから、介護認定にバイアスがかかる余地はほとんどないが、最上町の高
齢者の認定率は決して高いわけではない。次の図２にみるように、日本全国の認定率の平均
（12.６％）と比べてもむしろ認定率は低い。したがって、最上町の場合、認定者数が多いから、
利用者（サービス受給者）がふえ、給付費がふえ、保険者である自治体の負担もふえるという
連鎖はないようである。
しかし、最上町では認定者数が少なく、第１号被保険者に対する認定率も低いのであるが、
図２によれば、それは「要支援と要介護１の認定率」が低いことによる。すなわち、2003（平
成15）年には「要介護１」の認定者数が大幅に増加しているものの、全体としては介護の必要
は認められないが社会的支援が必要な状態の人、あるいは部分的介護が必要な状態の人の介護
の申請が十分になされず、そのために彼らの認定数がおしさげられ、認定率もおしさげられて
いるといえよう。さらにそのために、認定された人びとは「要介護２～５」の介護を要する程
度がより重度の人が多数を占めることになっている。要するに、重度でない高齢者が「自主規
制」して、申請しないケースが多いのである。それは、「軽度のうちから状態を把握し、サービ
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図２　要介護度別認定率
注：第三次最上町高齢者保健福祉計画（2003年）の資料による。
スを利用しながら重度化を防ぐ」べきであるとの課題を提起しているが、同時に最上町の現状
においては、より重度の人びとに対する施設介護が介護の主要な対象となっている現状をもの
がたるといえよう。また、同時に「三世代同居」との関連で「家族の支援により何とか自立で
きているためサービスを受ける必要がなく申請にいたっていないもの」との現状認識も可能だ
が、費用の利用者１割負担への配慮もあって、すでに申請の段階で、サービスへの自己規制が
働き、のっぴきならない状況になってはじめて申請を行い、サービスを受けるという事情をも
容易に予想させるものがある［山形県最上町，2003，p. 3-1］。
（２）最上町における介護サービスと「サービス事業者」
筆者がインタヴューした最上町健康福祉課の担当職員は、感慨をこめながらさきにみたウェ
ルネスプラザを建設してきた経過をふりかえりつつ、単に否定的意味においてばかりでなく、
「施設をつくればつくるほど、保険料がどんどんあがっていく」と語っていた。確かに最上町で
は、全国的にみても、中山間農村及び過疎地域における保健・医療・福祉施設の総合整備を、
もっとも時宜にかなった方法で推進し、みごとにそれを成し遂げることに成功した。その結果
が、前節でみたようなウェルネスプラザの機能と役割に示されていたのであるが、ここであら
ためて最上町において介護保険で利用できるサービスと「サービス事業者」を表５に示す。
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表５　介護保健で利用できるサービスと「サービス事業者」
訪問介護（ホームヘルプサービス）
訪 問 入 浴 介 護
通所介護（デイサービス）
居 宅 療 養 管 理 指 導
訪 問 看 護
訪問リハビリテーション
福 祉 用 具 貸 与
福祉用具購入費用の支給
住 宅 改 修 費 の 支 給
短期入所療養介護（ショートステイ）
サービスの種類 サービス事業者 サ ー ビ ス の 内 容
社 会 福 祉 協 議 会
同
同
最 上 病 院 ・ 開 業 医
最 上 病 院
同
ケアマネージャーに相談
ケアマネージャーに相談
ケアマネージャーに相談
や す ら ぎ
家庭を訪問して身のまわりの世話や介護を行う。
移動入浴車などで家庭を訪問して、入浴の介助を行う。
入浴、食事の提供、機能訓練などを「日帰り」で行う。
医師・歯科医師などが家庭を訪問し、療養上の管理・
指導を行う。
看護士などが家庭を訪問し、病状の観察・床ずれの
手当てなどを行う。
理学・作業療法士などが家庭を訪問し、日常生活の自立
のため機能訓練を行う。
車いす・特殊ベットなどの貸し出し。
入浴・排泄などの日常生活に不可欠の用具の購入費を
支給する。10万円限度。
住宅への手すりの取付・段差の解消など、小規模な改修
費用を支給する。20万円限度。
老人保健施設・療養型医療施設などに短期間入所。看護
や機能訓練などを行う。
在
宅
サ
ー
ビ
ス
この表にみるように、在宅サービスをふくみ、特に施設サービスにおいて、ウェルネスプラ
ザをはじめ、特養老人ホーム「紅梅荘」等の施設があるために、最上町では要介護者が豊富な
サービスを利用できる状況にある。むろん、この地域が中山間農村であるために、要求（需要）
が顕在化せず、そのために町内に「サービス事業者」がなく、提供できていないサービスもあ
るが。しかし、中山間農村としては他に例をみないほどの豊富な施設と機能がそろっている。
このことが主観的にも意識された介護要求を刺激し、サービス利用を促進し、そのゆえに利用
限度額に迫る給付費の活用を促しているといえよう。
（３）利用状況－「在宅サービス」と「施設サービス」－
実際に、在宅サービスの利用者は少なく、施設入所にもとづく、施設サービスの利用者は多
い。この点が最上町の介護保険利用の特徴であり、なかでも、在宅サービスのなかで訪問系サ
ービスの利用が少ない現状にある。『第三次最上町高齢者保健福祉計画』は、「サービス種別ご
との現状と評価」のなかで、
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通所リハビリ（日帰りリハビリ）
短期施設入所生活介護
（ シ ョ ー ト ス テ イ ）
痴 呆 対 応 型
共 同 生 活 介 護
特 定 施 設
入 所 者 生 活 介 護
介 護 老 人 福 祉 施 設
（特別養護老人ホーム）
介 護 老 人 保 健 施 設
介護療養型医療施設
訪 問 指 導
配 食 サ ー ビ ス
高齢者福祉センター
緊急通報装置の設置
や す ら ぎ
紅 梅 荘
や す ら ぎ の 家
（痴呆対応型グループホーム）
紅 梅 荘
や す ら ぎ
陽 だ ま り の 家
「日帰り」で機能訓練などのサービスを行う。
特別養護老人ホームなどの福祉施設に短期間入所。
介護・機能訓練を行う。
痴呆のための介護を必要とする高齢者に共同生活を営む
住居で、介護を行う。
有料老人ホームなどに入所している高齢者に、食事・入
浴・排泄などの介助を行う。
在宅での適切な介護が困難な場合、入所して介護サービ
スを行う。
病状が安定している状態での入所。家庭に戻れるよう介
護・機能訓練を行う。
長期間にわたる療養・介護が必要な場合に入所。医学的
管理のもとで必要な介護を行う。
保健婦などが家庭を訪問し、健康づくり・療養生活上の
指導を行う。
一人暮らしなど調理が困難な、高齢者の自宅に配食サー
ビスを行う。
一人暮らしなどで自宅生活に不安を抱える高齢者が入
所。相談員が援助し、安心できる生活を提供する。
緊急通報装置（やすらぎ電話）を貸与する。
在
宅
サ
ー
ビ
ス
施
設
サ
ー
ビ
ス
保
健
福
祉
サ
ー
ビ
ス
注：最上町資料、「介護保険で利用できるサービス」（2003年４月）による。
「介護保険の施行により訪問系のサービスが伸びるものと予測していましたが、いずれのサービ
スも減少傾向にあります。特に訪問介護は夜間の訪問や、巡回型の訪問により、平成11年度の
実績では14,577回であったのが、法施行の平成12年度では6,924回と約半数に減少しております。
計画値に対する達成率もいずれも低い数値になっています。グループホーム『やすらぎの家』
の開所や最上病院の療養型病床の増床により、在宅サービス利用者が一時的に減少した事と、
介護保険制度への移行により１割の利用者負担が発生した事で通所系の事業サービスを中心に
組み立て、訪問系サービスを抑える傾向があったものと思われます。」［山形県最上町，2003，
p. 3-2］
と指摘されている。
しかし、「在宅サービス」利用全体が不振なのではない。デイケアなど「通所系サービス」、
ショートステイなど「短期入所系サービス」、及びその他「痴呆対応型共同生活介護」などは、
かなり利用されている。例えば、通所介護（デイサービス）の利用は、順調な伸びをしめし、
計画の目標に対する2003（平成15）年の達成率も84.7％となっている。短期施設入所生活介護
利用の場合、2002（平成14）年に70.2％であった達成率は2003（平成14）年には実に140.2％に
達した。要するに、不振なのは「訪問看護」、「訪問介護」、及び「訪問リハビリ」等の「訪問系
サービス」なのである。
以上は、「要介護」の「申請」をし、介護が必要であるとの「認定」をうけても、介護サービ
スを利用しない高齢者が少なくないことをしめす。2000（平成12）年の認定者299人に対してサ
ービス受給者数238人（利用率＝利用者数／認定者数×100＝79.6％）、2001（平成13）年の認定
者319人に対してサービス受給者数257人（利用率80.5％）、2002（平成14）年の認定者341人に
対してサービス受給者数287人（利用率84.1％）であり、サービス受給者数が着実に増えている
ものの、利用できない（利用しない）高齢者が相当数存在する（2002（平成14）年でも54人に
のぼる）。その結果、図３にみるように、最上町における「在宅サービス」全体の利用率は、全
国平均と比べても、非常に低くなっている。ここには、要介護の認定の申請と同様、家族によ
る扶養のなかに、介助や介護をふくめ、それを家族において行うのが当然であるとの規範の抑
制力と本人１割負担の経済的な抑制力をみることができるであろう。
他方、最上町における「施設サービス」全体の利用率を図４にみるなら、こちらは逆に全国
平均より、かなり利用率が高い。
しかも、要介護４から５の利用者の比重がかなり高いことがわかる。すなわち、「重度の介護
を要する」人や「最重度の介護を要する」人の利用が多数をしめていることがわかるのである。
最上町にある老人福祉施設すなわち特養老人ホームは「紅梅荘」であり、老人保健施設はウェ
ルネスプラザ内にある「やすらぎ」である。それらの施設サービスについて、第三次最上町高
齢者保健計画は、
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図３　在宅サービス利用率（要介護度別）
注：第三次最上町高齢者保健福祉計画（2003年）の資料による。
図４　施設サービス利用率（要介護度別）
注：第三次最上町高齢者保健福祉計画（2003年）の資料による。
「施設サービスについては、計画値を上回る実績となりました。老人福祉施設は平成13年度
実績で月平均利用者数、77.83人、老人保健施設は47.33人となっています。介護保険対応の療養
型医療施設は新庄市の徳州会病院にある10床のみでありましたので、利用実績は低い数値とな
っています。介護保険の施行により、在宅サービスの充実に重点をおき、施設利用希望者に歯
止めがかかるかと思われましたが、逆に待機者が増えている状況です。」「第１号被保険者に占
める入所者割合は、4.10％となっており、国の施設整備目標である3.20％を大きく上回っている
ため、これ以上の整備は見込めません。療養型医療施設は、徳州会病院が平成14年６月に36床
に増床しており、また、平成14年10月からの診療報酬改定により、介護型の療養型病床への転
換が見込まれるため、入所者も増加すると思われます。」［山形県最上町，2003，p. 3-8］
と、ウェルネスプラザの整備によって、ようやく高齢者の施設サービスへの志向に対応しえた
状況を記している。町内にある「紅梅荘」（老人福祉施設）に71人、「やすらぎ」（介護老人保健
施設）に49人であり、計画目標に対する達成率は老人福祉施設が2000（平成12）年76.4％から
2001（平成13）年の108.1％へ、介護老人保健施設が2000（平成12）年の51.0％から2001（平成
13）年の107.5％へと大幅に上昇している。待機する高齢者が存在し、高齢化のさらなる展開を
も考えるなら、施設サービスの利用はさらに増加するものと思われる。
（４）介護保険財政の状況
最上町では、施設介護サービスの利用が著しく、かつ訪問系介護サービスを除き、在宅介護
もその利用が急速に伸びつつある点に、2000（平成12）年の保険法施行後今日にいたる特徴が
あった。
そうしたサービス利用の状況は、当然ながら、表６にみるように介護給付費の動向（ここで
は利用者負担金を除いた事業費）に表されることとなる。
「施設サービスはおおむね計画どおりに推移しております。在宅サービスは需要の伸びを想
定した計画でありましたので、平成12年度は67.79％留まりましたが、平成13年度は84.02％と順
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表６　介護給付費
在 宅 サ ー ビ ス
施 設 サ ー ビ ス
合　　　計
2000（平成12）年 2001（平成13）年 2002（平成14）年
給 付 費
136,540
404,627
541,167
達 成 率
67.79
102.31
90.66
給 付 費
199,373
437,115
636,488
達 成 率
84.02
100.23
94.52
給 付 費
225,518
464,085
689,603
達 成 率
－
－
－
注１：第三次最上町高齢者保健福祉計画（2003年）、及び2002年は最上町資料による。
注２：給付費の実績は、利用者負担分を除いた事業費ベースの額である。
（単位：千円，％）
調に伸びております。全体費用としては、平成12年度が90.66％、平成13年度が94.52％となって
おり、保険料の設定も適正であったと思われます。」［山形県最上町，2003，p. 3-9］
第三次最上町保健福祉計画はこのようにいっているが、要するに、介護保険負担額すなわち
町・国・県の負担金は確実に増加してきたのである。
表７は、保険料と本人負担をふくんだ１人あたりの給付費の推移をものがたるが、施設介護
における受給者１人当りの給付費が多額にのぼることをよくしめすものといえよう。また、介
護保険負担金は、本人負担を除き、介護保険収入をもとにして、同様に特に施設介護に（受給
者１人当りで）多額の支出がなされていることをしめすといえよう。
また、対全国比で最上町の高齢者（第１号被保険者）１人当りのサービス給付額をみたのが、
図５である。最上町のように、豊かな介護施設の整備をすでに実現している自治体の場合、そ
のサービスの豊富さに対応して、高齢者（第１号被保険者）１人当りでみても、多額の給付額
となることが知られよう。それが施設サービスにおいて著しく、また施設介護を主体とする場
合、さらに施設サービス利用者の数によって多額の給付を行うことになる。
介護保険制度においては、在宅介護サービス利用者数（推計）と施設利用者数（推計）、そし
てそれぞれのサービスの内容とその量によって介護給付費の推計がなされる。それをもとに市
町村ごとの保険料が定められるしくみになっている。最上町のように、施設を介護保険にさき
だって計画的に整備した自治体では、施設の条件に応じてサービスの利用が増え、給付費が増
加するに伴い、保険料も増額せざるをえないこととなる。
2000年以降の給付費の推移は、表８のとおりである。
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表７　給付費と介護保険負担金（一人当り）の推移 （単位：円）
32,149
287,558
96,836
37,361
290,325
93,876
35,111
292,799
86,114
1,145,541
3,835,920
2,424,376
1,251,463
3,542,432
2,262,424
1,232,341
3,569,891
2,203,208
175,817
202,659
215,608
35,414
316,068
106,495
40,805
320,874
103,378
38,689
326,479
95,650
1,261,748
4,216,224
2,666,199
1,366,844
3,915,178
2,491,376
1,357,916
3,980,531
2,447,181
居宅介護
施設介護
合 計
居宅介護
施設介護
合 計
居宅介護
施設介護
合 計
193,354
223,168
239,483
介護保険負担金（１人当り）総給付費（１人当り）
被保険者 受 給 者 １件当り被保険者
給付種類
2000年
（平成12年）
2001年
（平成13年）
2002年
（平成14年）
受 給 者 １件当り
注：最上町資料による。
すでに考察したとおりの方向で、当初かなり少額で出発した居宅介護が「順調」に伸び（約
1.7倍）、また施設サービス中心に出発したため、施設介護は、構成比を下げながらも（75.1％か
ら67.5％へ）その支出が相当に増額（約1.3倍）して、総給付費は2002（平成14）年には約
765,967千円に増額（約1.3倍）してきた。それに伴い、10％の本人負担金も増額してきたのであ
る。その延長線上に、計画では４年後の2007（平成19）年の総給付費891,486千円が見込まれて
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図５　サービス給付費（第１号被保険者１人当たり）
注：第三次最上町高齢者保健福祉計画（2003年）の資料による。
表８　介護保険給付費（事業費＝支出）の推移
2000年
（平成12年）
2001年
（平成13年）
2002年
（平成14年）
給付種類
居 宅 介 護
施 設 介 護
合　　 計
居 宅 介 護
施 設 介 護
合　　 計
居 宅 介 護
施 設 介 護
合　　 計
総給付費
147,642,472
446,919,810
594,562,282
214,594,553
485,482,060
700,076,613
248,498,663
517,468,980
765,967,643
一部負担金
（本人負担）
13,614,205
40,312,280
53,926,485
18,114,908
46,220,535
64,335,443
22,980,307
53,383,145
76,363,452
介護保険
負 担 額
134,028,267
406,607,530
540,635,797
196,479,645
439,261,525
635,741,170
225,518,356
464,085,835
689,604,191
総 件 数
4,196
1,414
5,583
5,259
1,513
6,772
6,423
1,585
8,008
注：最上町資料による。
（単位：円）
いる。2002（平成14）年における最上町の介護保険財政への負担金（一般会計からの繰入金）
は110,104千円であり、町税決算は、798,737千円である。介護保険が高齢者の保健・福祉・医療
として一歩前進できるためには、高齢者の福祉において先端を歩んできた最上町をふくんで、
この財政事情の改善を図らなければならない時点をむかえていることは明らかであろう。
４．むすび
介護保険制度は、日本の高齢者福祉の形を「措置制度」から「保健技術」にもとづく保険料
をもとにした制度へと転換するものであった。しかし、この制度は、かなりの比重をしめる公
費負担が前提となってはじめて、出発が可能とされた。自治体の、なかでも「保険者」たる市
町村の財政運営がその要に位置していた。
この間の推移は、私たちの研究対象に限らず、「在宅介護の負担が軽減されず（低所得者では
むしろ負担が増大し）、『在宅重視』の理念とは裏腹に施設志向が強まっている問題がある」こ
とをしめしている［伊藤周平，2003，p. 53］。明らかなことは、一方で、在宅では家族介護者の
負担が大きく、また現状では家族内で身のまわりの世話や介護のコンセンサスが得にくく、他
方で、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護療養施設、痴呆高齢者グループホーム、
さらに介護老人保健施設への入所によって、自己負担の増加なしに、フルタイムで必要な介護
を保障されるからである。
最上町もそのような問題の例外ではなかった。にもかかわらず、2000年における介護保険法
の実施以降、ウェルネスプラザを拠点として、最上町の介護保険を受給し、施設入所ばかりで
なく、ディケア等をふくんで、施設を利用する人びとが急速に拡大した。そのように、公的施
設を整備した地域では、その問題点による困難をのりこえて、施設が住民の歓迎をうけ、介護
保険の長所がいかんなく発揮され、地域住民の生活拠点となったといえよう。
ところが、2003（平成３）年の介護保険制度の見直しのなかで、介護報酬単価のひきさげが
行われ、高齢者の施設利用に困難がもたらされているという。そのなかで、サービス事業者の
経営上の困難は増大し、高齢者を遠ざけることになる。公的施設の場合は、特に自治体の困難
を増大させることになる。また、2005（平成17）年10月１日に施行された介護保険法改正によ
って、居住費と食費が利用者の全額自己負担となった。そのような措置が利用者と住民を施設
介護から、いっそう遠ざけることになるであろう。
最上町では、財政危機のなかで、多額の保険給付費の支出を要する施設介護から、保険給付
費がより少額で済む在宅介護に中心を移す方向が模索されている。むろん、その際、比較的に
豊かな施設介護の条件を維持しながら、在宅介護による保健予防や健康の維持・回復がめざさ
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れている。いま改めて問われつつある、国の介護保険財政のありかたがどのような方向性を持
つものであるかによって、こうした努力の成否が決めれられていくように思われる。
脚注
（1）この地域の条件を検討するとき、自然条件をも考慮に入れなくてはならない。最上町は奥羽山脈のな
かにある山村である。宮城県に隣接するこの町は、風のとおりみちであり、夏は「やませ」が吹き、冬
は積雪が３ｍを越す「豪雪地帯」である。
（2）一方で、町は最上町立病院の経営不振の原因調査にのりだし、「医療機関として住民からの評判の芳し
く」ない原因をつきとめつつあった。他方で、町立病院秋葉院長、柴崎事務長らも実態調査をもとに、
町長に提言を行った。その提言は、「保健・医療・福祉を一体的に進める『健やかな町づくり』を目指す
もの」だったといわれる。「『健やかな町』とは、住民一人ひとりが健康な体と心を持ち、健全な生活環
境の中で互いに慈しみあって暮らす地域社会を指す。提言の中身は、①外来、入院患者に高度医療を施
す体制の確立、②病後の人にはフォローを徹底させ、心身ともに健康な生活を送らせる、③特に地域住
民と医療機関が手を携えて連携して病気の予防に努めるための『地域包括医療システム』を確立する、
④さらに健康的な町を築くため、生活を支える基幹産業（農業）の基盤整備を図る」［大久保圭二，
2002, p. 10］などを柱にしていた。
（3）以上、ウェルネスプラザの保健・福祉・医療内部での機能と役割をしめした。他方、この施設の地域
経済面での機能も重要であるが、直接の主題ではないので本文では言及しなかった。その点で、その雇
用が最も重要であろう。①最上町職員は114人（職員77人・臨時32人・パート５人）であり、うち「健康
センター」に20人（職員17人・臨時３人）、「最上病院」に90人（職員59人・臨時職員28人・パート職員
３人）、「やすらぎ」に４人（職員１人・臨時１人・パート２人）が配置されている。②地域振興公社職
員は31人（職員22人・臨時１人・パート８人）であり、うち「最上病院」に30人（職員22人・臨時１
人・パート７人）、「総合福祉センター」に１人（パート１人）が配置されている。③社会福祉法人豊寿
会職員は33人であり、すべて「やすらぎ」に配置されている。④社会福祉協議会職員は27人であり、う
ち「健康センター」に１人（職員１人）、「総合福祉センター」に26人（職員20人・臨時３人・パート３
人）が配置されている。⑤シルバー人材センター職員は４人（臨時４人）であり、すべて「健康センタ
ー」に配置されている。⑥ＮＰＯアルカディアもがみ職員は１人（職員１人）であり、「総合福祉センタ
ー」に配置されている。
かくして、ウェルネスプラザに勤務する職員数は合計210人にのぼり、高齢者福祉関連ではこれに特別
養護老人ホーム「紅梅荘」の職員が加わる。最上町において、高齢者福祉施設の雇用が地域経済に及ぼ
す影響が極めて大きいことが知られる。また、同プラザは町内外を結ぶ、重要な商品流通の拠点ともな
っている。施設を焦点にリージョン（地域）が形成されているといえよう。
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【付記】
私に最初の高齢者福祉研究の機会を与えてくださったのは、國方敬司さん（山形大学人文学
部）である。また、最上町の調査の折に、最上町健康福祉課長補佐笠原 栄さんには私のインタ
ヴューに懇切丁寧にお答えいただいた。文末を借りて、この方がたに深く御礼を申し上げる次
第である。
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